
令和6年度　地方参事官室の取組事例　分類一覧

No 地域分類 拠点 取組事例タイトル 施策大分類

1 東北 青森 消費者に向けたみどりの食料システム戦略の理解の促進 環境バイオマス

2 東北 岩手 有機農業の理解醸成に向けた学生との意見交換の実施 環境バイオマス

3 東北 宮城 普通科高校のSDGｓ教育の中でみどり戦略の授業を実施 環境バイオマス

4 東北 宮城 みどりの食料システム戦略の広報活動について 環境バイオマス

5 東北 秋田 バイオマスガス発電の副産物を国産肥料の原料に有効利用
生産振興・技術対
策

6 東北 秋田 「あきたSDGsラジオ」で「みえるらべる」を紹介 環境バイオマス

7 東北 山形 統計データを活用した地域との連携強化 統計

8 東北 福島 農福連携で労働力の確保 農村振興

9 東北 福島 ～農政の情報をお届けします～ラジオ放送「農家の皆さんへ」 その他

10 関東 茨城
（株）ホンダトレーディング様と連携した「みどり戦略」に関する真壁高校への出前授
業

環境バイオマス

11 関東 茨城 報道関係者向け「先進的な園芸施設の現地見学会・意見交換会」 その他

12 関東 茨城 ＳＮＳを活用した次世代を担うＺ世代へのアプローチ 環境バイオマス

13 関東 栃木 農業高校と連携した米粉の魅力発信
生産振興・技術対
策

14 関東 栃木 農福連携における拠点独自のマッチングへの取組み 農村振興

15 関東 群馬 報道関係者向け現地調査
生産振興・技術対
策

16 関東 埼玉 農業と食料についての課題と考察を引き出す出前授業の実施 その他

17 関東 埼玉 地域の要望により新規就農者との地域密着型の意見交換会を開催 農地・担い手対策

18 関東 千葉 千葉県産米輸出拡大勉強会 輸出・国際

19 関東 千葉 中山間地域等直接支払制度（第６期対策）に向けた取組 農村振興

20 関東 千葉 関東農政局本局プロジェクトへの参加を通して本局と拠点の連携強化 環境バイオマス

21 関東 東京 「食品アクセス」を拠点の重点業務に位置付け・活動を開始 消費・安全

22 関東 東京 学生を対象に勉強会と農と環境の学習機会を提供 環境バイオマス

23 関東 神奈川 みどりの食料システム戦略の市民レベルへの浸透を図る取組 環境バイオマス

24 関東 山梨 スマート農業技術の活用の促進
生産振興・技術対
策

25 関東 長野 「棚田」でつながる「みどり戦略」 農村振興

26 関東 静岡 農政局、県拠点、県、市が一緒に茶関係の事業について説明
生産振興・技術対
策

27 関東 静岡 茶業におけるスマート農業技術について近隣の県と意見交換 新技術

28 関東 静岡 活かすDBの紹介と統計データを見える化した資料提供について 統計

29 関東 静岡 関心の高まる「米の作況」について記者懇談会で広く発信！ その他



令和6年度　地方参事官室の取組事例　分類一覧

No 地域分類 拠点 取組事例タイトル 施策大分類

30 北陸 新潟 畜産女子の取組を拠点情報誌で連載 畜産

31 北陸 富山 多様な農業人材の確保を目指して活動事例集を作成 農地・担い手対策

32 北陸 石川 災害により拍車のかかる労働力不足の緩和に向けた取組の収集発信 農地・担い手対策

33 北陸 福井 小学校の総合学習に年間を通して連携サポート 消費・安全

34 北陸 福井 福井県立大学の学生に農業の未来を考えてもらう 農地・担い手対策

35 北陸 福井 園芸産地の確立に向け重要な機関と継続的な関係構築 農地・担い手対策

36 東海 愛知 オーガニックビレッジ宣言後の伴走支援 環境バイオマス

37 東海 愛知 棚田保全活動に参加し、環境意識の高い参加者にみどり戦略を周知 農村振興

38 東海 岐阜 みどり戦略学生チャレンジの募集と出前授業の提案を一体的に実施 環境バイオマス

39 東海 岐阜 若手職員の発想を生かして、子育て世代へみどり戦略をPR 環境バイオマス

40 東海 三重 高校生や農業者グループと連携した「みえるらべる」PR活動 環境バイオマス

41 東海 三重 農水省で初の高等専門学校との包括的連携協定を締結 新技術

42 近畿 滋賀 農業の魅力・みどり戦略を農業高等学校の生徒へ伝える 農地・担い手対策

43 近畿 京都 みどり戦略の広報に本局若手職員が地域イベントで奮闘 環境バイオマス

44 近畿 大阪 地方公共団体（大阪府）と連携した環境負荷低減の取組の「見える化」の推進 環境バイオマス

45 近畿 大阪 イベント等の取組を報道機関の情報発信でより効果的に周知 農地・担い手対策

46 近畿 兵庫 農福連携へ最初の一歩を踏み出し、県内の連携を強化する取組 農村振興

47 近畿 兵庫 ＳＧＳ（籾米サイレージ）の製造・利用にかかる現地研修会を開催 畜産

48 近畿 奈良 県内市町村の農業関係独自支援策の情報共有 その他

49 近畿 奈良 大学等と連携し農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」を推進 環境バイオマス

50 近畿 和歌山 プロジェクトチームによる出張講座等でみどりの食料システム戦略周知 環境バイオマス

51 近畿 和歌山 「みかん援農」プロジェクトに取り組む事業者の支援 農地・担い手対策

52 中国四国 鳥取 共通テーマ「農業・農村に関係人口を増加させる方策」で意見交換 農村振興

53 中国四国 鳥取 フェアプライスプロジェクト周知活動 新事業・食品産業

54 中国四国 鳥取 響の森「棚田プロジェクト」と連携した棚田の魅力の情報発信 農村振興

55 中国四国 島根 消費者団体との意見交換会を開催 消費・安全

56 中国四国 島根 輸出支援機関が連携し、輸出拡大に取り組む 輸出・国際

57 中国四国 島根 アスパラガス栽培の新規就農者拡大を伴走支援 農地・担い手対策

58 中国四国 岡山 岡山の農業を盛り上げていくための４ステップ（広報強化） その他
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59 中国四国 広島 食の未来を担うZ世代の意識や行動を変える取組 その他

60 中国四国 広島 「第11回農を取りまく情報交流の広場」の開催 その他

61 中国四国 広島 農業女子プロジェクト等の取組 農地・担い手対策

62 中国四国 広島 見える化の推進　～民の力を活用～ 環境バイオマス

63 中国四国 山口 みどり戦略推進チーム（Teamみどり）２年目の挑戦！ 環境バイオマス

64 中国四国 山口 他省庁と連携し農作業中における熱中症予防対策の呼びかけを実施
生産振興・技術対
策

65 中国四国 徳島 消費者（大学生）と有機農業者とのパネルディスカッション 環境バイオマス

66 中国四国 香川 環境にやさしい農業への理解促進に向けたセミナーを企画・開催 環境バイオマス

67 中国四国 香川 女性農業者グループの交流の場をプロデュース 農地・担い手対策

68 中国四国 愛媛 BUZZ MAFFを活用して米粉食品をPR！
生産振興・技術対
策

69 中国四国 高知 あらゆる媒体を活用した多角的な広報戦略を企画・実践 その他

70 中国四国 高知 「こうち輸出支援策ガイドブック」の発行 輸出・国際

71 中国四国 高知 みどりの食料システム戦略の政策の推進に向けた取組 環境バイオマス

72 九州 福岡 クロスコンプライアンスの生産者等への周知活動 環境バイオマス

73 九州 福岡 福岡県との連携による、拠点職員向け「県単独事業研修会」を開催 その他

74 九州 佐賀 「結ぶプロジェクト」拠点の持つつながりを活かし仲介機能を発揮 農地・担い手対策

75 九州 長崎 Z世代のみどり戦略勉強会の実践を生産者等とのマッチングでサポート 環境バイオマス

76 九州 長崎 食料システムチーム＋行政チームで、みえるらべる商品の販売促進 環境バイオマス

77 九州 長崎 女性農業者交流会で農福連携を身近なものに 農地・担い手対策

78 九州 長崎 産・学・官で連携し、長崎大学経済学部生と食・農のグループワーク 環境バイオマス

79 九州 熊本 熊本県における耕畜連携に向けた取組支援 環境バイオマス

80 九州 熊本 「棚田地域をつなぐ意見交換会」を開催 農村振興

81 九州 大分 インフルエンサーと連携した「みどり戦略」の理解醸成活動 環境バイオマス

82 九州 宮崎 延岡市「一日農林水産省」を開催 その他

83 九州 宮崎 県内報道機関との懇談会 その他

84 九州 鹿児島 SNSを活用した情報発信を開始 その他

85 北海道 札幌 JA女性役員登用拡大のため「女性活躍推進セミナー」開催 農地・担い手対策

86 北海道 札幌 自治体の施策（地域計画策定）推進に寄与する統計分析 農地・担い手対策

87 北海道 函館 環境負荷低減の取組意義を消費者にアピールするイベントを開催 環境バイオマス
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88 北海道 旭川 「官庁フードドライブ」　合同庁舎職員の協力を得るための工夫 新事業・食品産業

89 北海道 旭川 分析業務を通じてＪＡの中期計画策定を支援 統計

90 北海道 釧路
農業版BCPの普及拡大のため、拠点独自でハンドブックを作成し、管内の防災体制
の充実強化を図る

災害

91 北海道 釧路 みどり戦略出前授業「生徒自らが考えるきっかけに」 環境バイオマス

92 北海道 帯広 観て！読んで！地域の新規就農を紹介します 農地・担い手対策

93 北海道 帯広 輸出情報交換会「THE 輸出！」の開催で十勝地域の輸出を後押し 輸出・国際

94 北海道 帯広 有機農畜産物に携わる者の情熱を報道関係者等につなぐ 環境バイオマス

95 北海道 北見 農業者とのコラボで「みどり戦略PR紙芝居」を作成 環境バイオマス

96 北海道 北見 管内青年農業者への主要施策の認知度調査と情報発信の取組 農地・担い手対策



消費者に向けたみどりの食料システム戦略の理解の促進

青森県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
県拠点のみどり戦略ＰＴでは、昨年度に引き続き、県の担当課

と「みどりの食料システム戦略推進連絡会」を毎月開催し、みど
り認定の取得拡大に向けた伴走支援を継続するとともに、今年度
は、みどり戦略周知の対策として、県内の消費者団体を対象に周
知活動を重点的に実施。

○ 取組の内容
消費者団体の県組織を中心に、令和６年５月に青森県地域婦人

団体連合会総会、７月に同連合会五所川原市連合婦人会の研修会、
８月にNPO青森県消費者協会において説明。また、10月の第39回青
森県生協大会ではブース出展を行い、東北農政局みどりの食料シ
ステム戦略推進の啓発キャラクターも活用して広く発信。

○ 効果・成果、今後の方向性
消費者団体へ周知することにより、各団体に参画する消費者の

みどり戦略に対する認知度が向上し、理解の深化が図られた。こ
うした取組を経て、青森県生活協同組合連合会からみどり戦略の
消費者向け啓発の協力依頼があり、２月８日、青森県生協連主催
の「食べる・たいせつフォーラム」に県拠点も共催として参画す
ることとし、「食」と「環境」をテーマとする公開講座を通じて、
参加者へみどり戦略の理念と取組を広く周知。

体制図

「食べる・たいせつフォーラム」での周知活動
公開講座と県拠点のブース出展の様子

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

東北農政局令和６年度

消費者の行動変容に向けた理解の促進につなげるため、県内の消費者団体を対象に「みどりの食
料システム戦略」の周知活動を重点的に実施。

【環境バイオマス】

情報
交換

青森県拠点

意見交換

東 北
農政局

青森県

周知活動
ブース出展
学習講演

連携

五所川原市連合婦人会研修会での周知活動

消費者団体
（青森県生活協同組合連合会、青森県地域
婦人団体連合会、NPO青森県消費者協会）

みどり戦略
推進ＰＴ

啓発の
協力依頼
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消費者であり、未来の栄養士を目指す若者

有機農業の理解醸成に向けた学生との意見交換の実施

岩手県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略、消費者対策、食育

○ きっかけ・背景、課題の把握
・令和３年度から有機農業の生産者団体、食品事業者及び消費者

団体等との意見交換を重ね、有機農業の拡大には「消費者の理
解醸成」の必要性を課題として把握した。

○ 取組の内容
・有機農業の理解醸成に向け、令和６年度は、消費者の中でも若

い世代をターゲットとし、管理栄養士を目指す盛岡大学の学生
と意見交換を行った。

・有機農業に関わる生産者と販売業者を招き、両者から取組内容
を説明後、学生を５グループに分け「有機農産物を小学生に理
解してもらう食育イベント」の企画書を作ってもらった。グ
ループには進行役の農政局職員と特別参加の日本政策金融公庫
の若手職員２名も加わり、学生と活発に意見を交わした。

○ 効果・成果、今後の方向性
・学生たちは、生産者や販売業者からアドバイスをもらいながら

発想豊かな企画書を作り、楽しく有機農業への理解を深めた。
・生産者、販売業者、公庫職員にとっては、学生と近い距離間で

意見交換したことで刺激を受け今後の活動展開の参考となった。
・講義後に教授から次年度の講義依頼があり、岩手県拠点として
来期も学生への有機農業の理解醸成への取組を行っていく。

学生にアドバイスをする
販売業者（左上）

東北農政局

学生の作る企画書に
興味津々の生産者

令和６年度

持続的な農業の取組拡大のため、若い世代に有機農業への理解を深めてもらう。
農政局、生産者、販売業者、金融公庫と多様な人材が講義に参加することで化学反応を起こす。

【環境バイオマス、消費・安全】

体制図

日本政策
金融公庫

若手職員
２名

販売業者

生産者

有機農業に関わる
仲間として
日頃から連携

岩手県拠点

盛岡大学

※県拠点としては盛岡大学に
今年度２回目の講義

意見交換

講義・意見交換

意見交換
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普通科高校のSDGｓ教育の中でみどり戦略の授業を実施

宮城県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
東北地方環境事務所からの紹介をきっかけに、普通科校である宮

城県富谷高等学校が取り組む、SDGs課題研究を目的とした外部授業
への講師依頼を受け、みどり戦略のカギを握るZ世代に対し、どの
ように伝えれば自分事として捉えてもらえるかを検討した。

○ 取組の内容
令和６年９月に「今、農業が本当にヤバい！私たちの食べ物は
どうなる？」をテーマに出前授業を行い、１年生１クラス(34名）
に対し、まずは基礎知識を持ってもらうため、農業の現状、みどり
戦略についてパワーポイントを用いて説明。５～６名ずつのチーム
にわかれ、「食料を守るためにできること」の洗い出しを進め、
ワークショップ形式でのグループ討議を経て、発表を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
「食品ロスや地産地消の考えが深まった」、「農業体験、農業ボ

ランティアにチャレンジしたい」など、みどり戦略への理解、興味、
体験意欲が向上した内容の意見が出された。また、アンケートでは
「農林水産業の課題に対して、自分事として行動していきたい」と
前向きな感想が寄せられた。アンケート結果は学校と共有するとと
もに、学生からの質問、要望（農業体験・ボランティア活動のでき
る生産者や場所の情報）を提供。今後も同校との連携を深め、出前
授業を実施していく予定。

体制図

出前授業の様子

東北農政局令和６年度

普通科高校の学生に対し「みどりの食料システム戦略」について出前授業を実施し、学生が自
らの気づきやアイディアを発表。若い世代の政策への理解、農業への興味、体験意欲が向上。

【環境バイオマス】

出前授業で活用した資料

グループ発表の様子
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みどりの食料システム戦略の広報活動について

宮城県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
宮城県内の全市町村、全JAに対してみどり認定やみどりチェッ

クの説明を実施したが、訪問時に農業者に尋ねたところ情報が十
分届いていないことも少なからずあると思われた。このため直接
農業者が情報を受け取る策が必要と考え、宮城県内の市町村及び
JAが発行する広報誌を活用してダイレクトに農業者に周知できな
いか検討した。

○ 取組の内容
県拠点において、みどり認定及びみどりチェックに関する広報

誌用の原稿、折込用チラシを作成し、各地区担当から宮城県内の
全市町村（35）と全JA（10）に対して、広報誌への掲載やチラシ
を広報誌に折り込むなどの方法で農業者への周知を進めるための
協力を働きかけた。

○ 効果・成果、今後の方向性
広報誌への掲載等について、県北を中心として６JA、県南を中

心に６市町村が実施。
これをきっかけとして農業者に対してJA独自の勉強会を開催す

る等気運の高まりも見られた。
県拠点として今後も広報誌掲載を１つの伝達手段として活用す

るとともに、関係機関が開催する会議や意見交換等の場において
農業者に周知を行っていく。

体制図

A農協 B農協

東北農政局令和６年度

市町村やJAの発行する広報誌にみどり認定や環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどり
チェック）記事を掲載し農業者に対してダイレクトに周知を行う。

【環境バイオマス】

宮城県拠点
（原稿、チラシ作成）

宮城県内の全市町村、全JA

広報誌掲載
働きかけ

農業者

広報誌、チラシ等に
よる伝達

広報誌の掲載ページ

連携
宮城県本庁
地方振興事務所
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バイオマスガス発電の副産物を国産肥料の原料に有効利用

秋田県拠点

○ 施策分類
普及・技術対策（GAPを含む）
（国内肥料資源活用総合支援事業（ソフト、ハード））

○ きっかけ・背景、課題の把握
バイオマス発電事業者（秋田市）との意見交換で発酵残渣（コン
ポスト）の処理とその強い臭気が課題となっていることを把握。

○ 取組の内容
・課題の解消に向けて、有識者（秋田県立大）をバイオマスガス発
電事業者に紹介。

・発酵残渣等を秋田県立大が分析し、窒素及びリンの成分は肥料原
料として有効で、そこへカリ成分を添加すると成分バランスの良
い肥料となることが判明。カリ成分は籾殻燻炭が有効。籾殻バイ
オマス地域熱供給施設（大潟村）から供給が見込める。

○ 効果・成果、今後の方向性
・秋田県立大を中心に地域で発生する未利用資源（発酵残渣）等を
活用した新たな有機肥料の開発と製造拠点の整備に向けた検討を
目的に「大潟村新有機肥料製造コンソ―シアム」を令和６年８月
設立。

・構成員は、有識者、肥料製造事業者、原料供給者、大潟村。
・アドバイザーとして、県と県拠点が伴走。
・新たな有機肥料の検討・研究・開発、製造拠点の整備へ向けた検
討、その他の目的達成に必要な事項などに取り組んでいく。

体制図

コンソーシアム設立に向け、
関係者が集まり協議

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい

東北農政局

バイオマスガス発電施設
（秋田市）

令和６年度

食品廃棄物を原料にしたバイオマスガス発電事業の副産物（発酵残渣）を有効利用した肥料製造
に向けて官民学間連携でコンソーシアムを設立

【生産振興・技術対策】

大潟村新有機肥料製造
コンソーシアム

原料供給者A
（発酵残渣）

原料供給者B
（籾殻燻炭）

肥料製造事業者
(ペレット肥料製造）

大潟村
（事務局)

有識者
(分析・製造試験)

県、県拠点
（アドバイザー）
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「あきたSDGsラジオ」で「みえるらべる」を紹介

秋田県拠点

フリーアナウンサーの
田村さん（左）と推野地方参事官

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

東北農政局

和やかな雰囲気のインタビュー

令和６年度

「みえるらべる」を多くの方に知ってもらうため、エフエム秋田のラジオ番組で、広く一般の
リスナーにも「見える化」の取組を紹介

【環境バイオマス】

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
「見える化」の取組を広げるため「みえるらべる」を広く周知

する方法を検討。そのような中、エフエム秋田で放送している
  「あきたSDGsラジオ」（毎週木曜日18:00～18:30）のパーソナリ

ティから「見える化」について問い合わせがあった。

○ 取組の内容
「あきたSDGsラジオ」は、SDGsの目標達成を目指して活動して
いる企業や団体、個人の取組を紹介する番組。当該ラジオで
「みえるらべる」の紹介をすることは、広く一般の方に知って
いただく良い機会と捉え、番組に出演。「みえるらべる」が使
用できる23品目や、農家がどのような取組をすれば「みえるら
べる」を使用できるのか、県内で販売されている店舗等、イン
タビュー形式で紹介。

○ 効果・成果、今後の方向性
県内各地のSDGsな取組を紹介する当番組で、消費者等へ広く

「みえるらべる」を紹介することができた。「みえるらべる」を
初めて知ったというリスナーもいて、今後も当該ラジオで情報
発信ができるよう、連携を続ける。
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統計データを活用した地域との連携強化

山形県拠点

○ 施策分類
統計

○ きっかけ・背景、課題の把握
地域課題の解決に向けた１ツールとして、統計データを用いて

地域農業の現状を見える化することについて、新たに配置された
分析担当と地区担当との連携体制の下で、関係機関等への働きか
け等の早期の立ち上げを検討。

○ 取組の内容
統計データを用いた分析支援について、参事官室地区担当を通

じて市町村やＪＡ等関係機関へのＰＲを展開するとともに、大学
へは統計データ活用での連携に向けた働きかけを実施。
・令和６年８月、山形県置賜総合支庁において、県・市町・ＪＡ

の20名が参加した「地域農業を見て・知って・活かすＤＢ」活
用研修会を開催。

・令和６年７月、山形大学農学部において、３年生約120名に対
して「施策を支える農林水産統計」をテーマに講義を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
関係機関への分析支援については、研修会実施後に、参加した

市町村から分析資料の個別提供依頼があるなど反応があったこと
を踏まえて、他地域への広がりに向けて取組を展開。
 また、大学との連携については、参加した学生から統計データ
分析への理解が深まったとの反応があったことから、同大学での
継続と、他の大学での連携に向けた取組を展開。

体制図

山形大学農学部で農林水産統計に
ついて講義を実施

東北農政局

研修会の題材としたテー
マの手順書

令和６年度

現場が求める統計データ等のニーズを把握した資料の作成・提供や、関係機関への統計データを
用いた分析支援の取組など、統計データを活用した地域との連携強化。

【統計】
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農福連携で労働力の確保

福島県拠点

○ 施策分類
農福連携

○ きっかけ・背景、課題の把握
拠点内の勉強会で、福島県授産事業振興会の講義を受け、各地

域担当が、授産所や法人を訪ねた際に農福連携の情報を提供。
ＧＩに登録された昭和かすみ草の生産者を訪問した際に、労働

力不足の話があったことから、農福連携の取組を紹介するととも
に、福島県授産事業振興会、ＪＡ、普及所の協力を得て、令和６
年度ＪＡ会津よつばかすみ草部会総会において、農福連携の説明
会を開催。

○ 取組の内容
生産者２名による試行的雇用が実現。ある生産者は隣町の授産

所から引率者を含め４名の派遣を受け入れた。もう１名の生産者
においては社会福祉協議会との連携により村内の障害者１名が農
作業に従事。各現場で収穫後の調製（枝かき）作業に取り組んだ。

○ 効果・成果、今後の方向性
労働力不足の解消を完全に解決するまでには至っていないが、

一定程度取組の成果が得られた。来年度は次の総会で今年の状況
も含め農福連携について改めて説明するとともに、社会福祉協議
会と連携し地元の就労機会のない方や働きたい高齢者も労働力と
して提案し、農業者の労働力の確保と障害者や高齢者の雇用拡大
及び関係者の収入増加に貢献していきたいと考えている。

授産施設の皆さんの作業風景
一番奥の方は生産者

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

東北農政局令和６年度

労働力不足を農福連携のマッチングで課題解決へ

【農村振興】

総会にて説明を行う福島県授産事
業振興会の渡部コーディネーター

体制図

福島県授産事
業振興会

昭和村社会福
祉協議会

NPO法人
あたご

よつばの会

昭和村

会津農林事務
所金山普及所

ＪＡ会津よつば

ＪＡ会津よつば
昭和かすみ草

部会

福島県拠点

生産者

マッチング

受入依頼

連
携

連
携

総会参加依頼・情報交換

意見交換

連携
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～農政の情報をお届けします～ラジオ放送「農家の皆さんへ」

福島県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
 ･福島県農業団体放送企画委員会と株式会社ラジオ福島の共同番組として
1955年（昭和30年）２月14日に第１回の放送が開始された農事放送番組
「農家の皆さんへ」に、昭和36年から参画して農政に関する様々な情報
発信を行っている。平成20年度から負担金・広告掲載を取りやめたこと
から構成団体を辞したが、放送企画委員会事務局からラジオ放送につい
て今まで通りの対応を依頼され、現在も定期的に放送に参加している。

○ 取組の内容
 ･福島県拠点では各チーム及び担当の総括専門官を構成員としてラジオ放

送委員会を設置し、毎年２月に次年度12か月分の内容と担当を決める。
 ･現在は、月１回の放送に取り組んでおり、担当は、担当月にタイムリー
な情報を選んで原稿を作成し、放送日の一週間前に収録を行っている。
※放送は毎日（月→土 5:15～(10分間)  日 6:15～(15分間）)

○ 効果・成果、今後の方向性
 ･農業者を中心に広く県民に最新の施策や事業など農政に関する話題を幅

広く提供し、農業者との意見交換の際には「あの放送の人か⁈」と言わ
れるまでになり、施策の周知を通じて福島県の農業振興に寄与してきた。

 ･人員が減少する中、月１回の放送が厳しい状況だが、定期的な放送参
加を目指す。

体制図

番組ポスター
（1月分）

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

東北農政局

ラジオ収録の様子

令和６年度

農林水産省の各種施策を広く県民に発信するとともに、福島県農業団体放送企画委員会に加盟する
各農業団体等との情報交換・親睦を図り、農林水産行政を推進することを目的にラジオ放送を実施

【 その他 】

放送への
協力依頼

原稿作成
収録

共同番組

ラジオ福島

農業会議（事務局）・JA福島中央会・
JA全農福島・JA共済連福島・
NOSAI福島・JA福島厚生連・酪農協・
土地連・農業振興公社

福島県拠点

福島県農業団体
放送企画委員会
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（株）ホンダトレーディングと連携した「みどり戦略」に関する真壁高校への体験型出前授業

茨城県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
・芝生産事業者から発生する刈り芝を使ったバイオ炭を所有しているホン
ダトレーディングと、G-GAP認証を受けるとともに環境保全を考える教育を
実施している真壁高校を、バイオ炭を使用した体験型出前講座により両者を
結び付けることで、みどり戦略の推進を行うこととした。
・ホンダトレーディングはJクレジットプログラム運営するため、プロジェ
クト計画書を作成し第三者機関の審査中。

現在は、つくば市の芝生産事業者から発生する刈り芝を使ったバイオ炭
で実証試験を行っているが、ビジネスの観点からもカーボンオフセットの観
点からも連携農家を増やしカーボンクレジット創出量の拡大が必要となって
いる。

○ 取組の内容
・担い手候補者である農業高校生とともに、バイオ炭施用による麦栽培へ
の影響を調べた。
・昨年12月の出前授業で実施した芝燻炭の畑施用を8区画（体積比0％、5％、
10％、20％）に分けてすき込み、パン用小麦（ユメシホウ）の種をまいて、
収穫した圃場の生育状況（穂長等）・収穫量（子実重、千粒重、粒度構成
等）について講評した。
・ホンダトレーディングからは、自社及び大学と協力した土壌分析結果や
バイオ炭の土壌・環境に与える影響などを講評した。

○ 効果・成果、今後の方向性
・今回の取組においては、試験期間が短かったこと、バイオ炭の混合量が
0％、5％、10％、20％の狭い範囲の設定だったこともあり、バイオ炭の施用
量が小麦の生育や収穫量にはほとんど差がなかったものの、土壌の保水性や
保肥性が向上するなどの結果になった。

体制図

体験圃場の写真

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

関東農政局

講義受講の写真

令和６年度

（株）ホンダトレーディングと連携し、真壁高校  農業・環境緑地科の生徒（2年生18名）を対象に、「みどり戦略」や職業と

しての農業の魅力、農業の可能性について、作付け体験、講義を通して学び、農業及び環境への関心を更に高めてもらうため
出前授業を開催

【環境バイオマス】
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報道関係者向け「先進的な園芸施設の現地見学会・意見交換会」

茨城県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
農水省は、様々なメディアやシンポジウムを通じて、農業の魅力
を発信。しかし、より多くの国民に伝えていくためには、報道関
係者の方々に農業を理解してもらい、情報発信を行ってもらうこ
とが必要ではないか、との問題意識から企画の検討を開始。

○ 取組の内容
報道関係者の興味を引くトピックとして、『次世代を担う、先進
的な農業経営を実施している農業者』にフォーカスすることを決
定。「太陽光利用型大型ガラスハウスの植物工場」「大型ハウス
施設でのアイメック技術によるトマト栽培（フィルム農法）」での現地見
学会を開催し、現状や課題、将来展望について意見交換を実施。終了
後、本取組のポイントをまとめた資料を作成し、関東農政局本局を
通じて管内各拠点に情報共有することで、取組の横展開を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
参加した報道関係者の方々からは「施設内を見学できる機会が
少ないので勉強になった」「農業の先端技術に触れることができ
た」など評価を得ており、後日、多くのメディアに取り上げられ
た（新聞報道２件、ネット記事２件、ラジオ放送３件）。
当拠点と報道機関との関係強化、また農業への国民の理解醸成
を図っていく上でも、継続的な取組としていきたい。

体制図

関東農政局令和６年度

報道関係者（メディア）に茨城農業への理解や関心を高めてもらうことで、報道する機会が増
え、農業への国民の理解醸成に結びつけることを目的に、現地見学会・意見交換会を開催

【その他】

[株式会社 美浦ハイテクファーム]
太陽光利用型大型ガラスハウスの植物工場でロックウール（人造鉱物
繊維）を使用したパプリカの水耕栽培施設

[株式会社 一農]
大型ハウス施設でハイドロゲル膜と呼ばれる特殊フィルムの上で作物
を栽培するアイメック技術によるトマト栽培（アイメック農法）

支局長 企画チーム（報道関係者対応、案内文発出、とりまとめ）

）1
地区担当チーム（全体調整、ロジブック作成、物品調達）

混合チーム（機動班（遊軍）、突発的な事案に対応)

パプリカ選別作業

ハイドロゲル フィルム
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ＳＮＳを活用した次世代を担うＺ世代へのアプローチ

茨城県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
未来につながる持続可能な農業や食に関する情報発信等を行う
「食ミラプロジェクト」は、関東農政局本局若手職員だけが所属
対象であったが、今年度より拠点職員も対象となった。若い世代
に向けた茨城県農業の魅力発信のため、当拠点職員が令和６年７
月から「食ミラプロジェクト」Instagram班に所属し、活動を開
始。(関東管内の拠点参加は２例目)

○ 取組の内容
みどりの食料システム戦略に関連した取組を行う農業者・団体
等を取材し、１～２分の短い動画（リール投稿）等を作成。

 食ミラプロジェクトInstagramに投稿を行う。

○ 効果・成果、今後の方向性
当拠点管内の事例として、農業者・団体等を紹介する動画を５本
投稿。令和６年11月時点での各投稿のリーチ数は平均430前後。

 各投稿から１週間で、フォロワーが平均約23人増加。
また、令和７年１月に自治体広報紙で、食ミラプロジェクト
Instagramが紹介され、幅広い層へのPRが図られた。
今後も、みどりの食料システム戦略に関連した取組等を行う農業
者・団体や、茨城県の伝統料理・伝統野菜等を紹介し、茨城県農
業の魅力を発信していく。

体制図

関東農政局令和６年度

県内の有機農業者や持続可能な取組を行う企業、オーガニックビレッジ宣言式など、県内でキラリと光る取組
を徹底取材し、その魅力をInstagramで発信。農業の魅力をＺ世代をメインに幅広い層に向けて周知した。

【その他】

みどり戦略推進本部

みどり戦略推進本部事務局

全体統括・調整
（企画調整室広報係）

Instagram班

食ミラプロジェクト（本局）

学チャレ
BUZZ
MAFF

チームMチームKチームA

責任者
メンバー

茨城県拠点
（責任者）
メンバー

責任者
メンバー

茨城県拠点管内の投稿
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農業高校と連携した米粉の魅力発信

栃木県拠点関東農政局令和６年度

農業高校の「米粉を活用した商品開発」に関する取組みと連携した米粉のＰＲ活動や、農業
高校の米粉商品開発に向けた取組みを後押し。

【生産振興・技術対策】

○ 施策分類
米政策

○ きっかけ・背景、課題の把握
 主食用米の需要減少が見込まれる中、国内米の用途の一つであ
る米粉の利用拡大は極めて重要な取組みであることから、農業高
校で進めている米粉を活用した商品開発等と連携し、米粉のＰＲ
活動等を展開。

○ 取組の内容
 栃木県米粉食品普及推進協議会への参加を呼びかけ、宇都宮白
楊高校食品化学科が参加し、同協議会総会終了後、米粉食品の展
示・試食会で、白楊高校で商品開発した「酒かすと米粉のマド
レーヌ」を出展。
 また、学校祭やイベントでの「酒かすと米粉マドレーヌ」の販
売と合わせて、米粉消費拡大ポスター展示や県拠点拠点と連携し
た取組を行った。
 その他、農林水産本省及び関東農政局との意見交換等をセット
し、当高校の米粉商品開発に向けた取組みを後押し。

○ 効果・成果、今後の方向性
 農林水産本省や関東農政局の米粉推進との連携や学校祭・イベ
ント販売を通じて米粉の魅力発信に貢献。
 今後も事業者とのマッチングや意見交換等を通じて、米粉の商
品開発などの高校等の取組みを支援し、米粉の利用拡大を進めて
いく。

写真（図）の説明 写真（図）の説明

体制図

栃木県米粉食品食
品普及推進協議会

連携

白楊高校

栃木県拠点
地方参事官室

・農林水産本省（コメ二）
・関東農政局（米粉担当）

連携 連携

・事業者との
マッチング

・本省等との
意見交換

米粉協議会へ参加 学校祭・イベント販売

焼きたてのマドレーヌラッピング作業
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農福連携における拠点独自のマッチングへの取組み
栃木県拠点

○ 施策分類
農福連携

○ きっかけ・背景、課題の把握
 農福連携等推進ビジョンに掲げられた課題解決のため、令和４度年
より取り組む事業者等の情報をリスト化し、意見交換を実施してきた。
 令和５年度には、意見交換で得られた内容を取組事例として取りま
とめ、拠点HP及びとちぎセルプセンター等HPへのリンクを掲載し横展
開を図ってきた。
 意見交換する中で、連携における双方の課題（農業者は、希望する
作業内容・作業時間について。福祉事業者は、工賃、対応人員数、作
業時間、移動距離等についての要望があるため、事前の調整が重要と
なっている。）が見えてきた。

○ 取組の内容
・「見える化」に取組む農業者は、パートの雇用を検討していた。
・福祉事業者は、農閑期（農作業の請負がない時期）の農作業を探して
いた。

・双方の希望時期が一致していたことから、それぞれに声かけをし、
マッチング支援をすることとした。

○ 効果・成果、今後の方向性
マッチングの場にも同席し、両者は連携することとなった。今後具体
的作業内容の打ち合わせを行うこととしていることから、継続して状
況を注視していく。
今後も、農業者、福祉事業者等から情報収集を行いながら、マッチン
グ支援を進めていく。

体制図

関東農政局令和６年度

農福連携の認知度の向上と取り組む機会の拡大に向け、事例集の作成やマッチングを行うなど、
農福連携の横展開を行う。

【農村振興】

農業者
等

とちぎセル
プセンター

栃木県拠点

福祉事業者
等

情報交換

マッチング

意見交換、
情報収集

マッチング
支援

農福連携

作成した取組事例集 マッチングの様子
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報道関係者向け現地調査

群馬県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
平成16年度からの関東農政局の取組「各都県における報道関係
者とのコミュニケーションの促進」を端緒に、毎年継続した現地
調査を実施（今回で21回目）

○ 取組の内容
群馬県の特産品であるこんにゃくいもは、気象や病害の影響を
受けやすいため、収穫量や価格の年次変動が大きい。近年は需要
の減少に伴い、精粉の在庫量が増加傾向で推移し生いも価格は急
落している。一方、それらの解決に向けて、県や研究機関、産地
では将来においても基幹作物として生産を続けていくための様々
な取組を行っている。当拠点では「それでも、コンニャクをあき
らめない」をテーマとして、こんにゃくいもの研究、生産、開発
などにフォーカスし、３ヵ所を選定し現地調査を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
調査後、新聞やＴＶなどでこんにゃくの現状について報道され
た。参加者へのアンケート結果から、“こんにゃくに関する最新
研究を聞き貴重な機会だった”“生産者の本音を聞けた”“商品
開発力に期待が持てる”など、現地調査に対する評価の高い声を
いただいた。今後も現地調査を通じ当拠点との関係強化を図ると
ともに、情報発信につなげていたきたいと考えている。

体制図

関東農政局令和６年度

目的：県内農業の現状や関連施策などについて、実際に現場をみることで理解を深めてもらい、
得た知見や課題を情報の発信につなげることで、国民の農業に対する理解と関心を醸成する

【その他】

群馬県拠点
地方参事官室

報道関係者
政策金融公庫
ジェトロ群馬

群馬県
関東農政局本局

群馬大学食健康科学教育研究センター
澤浦 太一（生産者）
雪国アグリ株式会社

連携

連携 情報
共有

ロジブック こんにゃくいも
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農業と食料についての課題と考察を引き出す出前授業の実施

埼玉県拠点

○ 施策分類
【農政の方向性】出前授業
【みどりの食料システム戦略】環境負荷低減

○ きっかけ・背景、課題の把握
小学校の先生から、「小学５年生の学習単元で米及び水産業に
おける生産から消費について扱った。まとめの学習として、その
他の作物等の生産等状況や食料の需給事情を踏まえつつ、将来へ
の課題や自分達でできる取組を考察し、持続可能な農林水産業を
探っていくことを狙いとする出前授業をお願いできないか。」と
地方参事官に依頼があった。

○ 取組の内容
小学５年生、59名に対し、「農林水産省 消費者の部屋 こども
そうだん」、「ジュニア農林水産白書」等から作成した資料「日
本の食料と農業について」を解説。食料・農業・農村や水産業の
現状を知ってもらうとともに、「みどりの食料システム戦略」の
取組事例を解説しつつ、環境負荷低減の取組の見える化として、
「みえるらべる」の取組等を紹介し、持続可能な社会の実現に向
け何が必要なのかを考えてもらう機会とした。

○ 効果・成果、今後の方向性
授業後、生徒からは多くの質問や感想が提出されるなど、出前
授業が生徒たちの日本の農業や食料生産、環境負荷低減の取組に
対して興味を持つことや考察のきっかけとすることに寄与できた。

体制図

授業を聞く生徒たち

関東農政局

出前授業の説明風景

令和６年度

農業等生産状況や食料の需給事情を踏まえつつ、将来への課題や自分達でできる取組を考察し、
持続可能な農林水産業を探っていくことを狙いとした出前授業を実施（令和６年12月17日）

【その他】【環境バイオマス】
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地域の要望により新規就農者との地域密着型の意見交換会を開催

埼玉県拠点

○ 施策分類
担い手

○ きっかけ・背景、課題の把握
当拠点では、多くの新規就農者と、就農の経緯、苦労、現状の課題、

将来の抱負等について意見交換を重ねてきた。その中で、他地域から移
住してきた新規就農者は、営農や生活の相談を行う相手が少ないことか
ら、孤立して早期に離農するケースもあるとの意見があり、新規就農者
の定着に向けた新たな課題が明らかとなった。

○ 取組の内容
地域のコアパーソンからの新規就農者同士のネットワークづくりの

提案を受け、令和４年度に初開催し、令和５年度には規模を拡大して開
催。令和６年度も参加者の一部を入れ替えて開催した。
意見交換会では、ネットワークの在り方について、参加者全員からの

意向を確認しつつ、行政側からは、参加する新規就農者による積極的な
運営が重要であることを提案したところ、活発な意見交換がなされた。

○ 効果・成果、今後の方向性
懸念されていた新規就農者の孤立については、JA青年部や４Hクラブ

が補完機能になっていることが確認できた。また、今後のネットワーク
作りについては、新規就農者による自主性を持った活動とすること、新
規就農した者へ声掛けを強化すること、活動範囲を市町単位とし、地域
に密着したネットワークとすることなど、運営の方向性が見えてきたこ
とは、大きな成果となった。なお、この取組が継続的な取組となるよう
当拠点は、側面的な協力を行っていくこととしている。

体制図

筒浦地方参事官との意見交換

関東農政局

参加者同士の意見交換

令和６年度

長年繋がりのある地域のコアパーソンからの提案によって立ち上がった新規就農者同士の地域密
着型の意見交換会を、地域の要望により３年連続で開催。〔令和７年１月24日開催〕

【農地・担い手対策】
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事例と知見の
共有・発信

千葉県産米輸出拡大勉強会

千葉県拠点

○ 施策分類
輸出促進

○ きっかけ・背景、課題の把握

○ 取組の内容
 生産者や行政機関（国、千葉県、市町村）、JA、米の集荷業者、農機具

メーカー等多様な方に声掛けし、それぞれから取組の報告を受け交流。ま
た、より多くの方に米の輸出や低コストに興味を持ってもらうために勉強会
をWEBでの開催や、実践的な取組が明快にイメージされるよう、県内外での
実演等を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
勉強会をとおして、輸出を拡大するため協議会の設立に向け動き出して

いる関係機関や生産者、輸出を目指し活動を開始した地域・生産者、規模拡
大のため直播・スマート農機の導入・ほ場の拡大を計画する生産者の増加等、
県内での米輸出の機運が上昇。

体制図

強

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

関東農政局令和６年度

米の輸出実績は毎年伸び続けているものの、依然として日本産米の価格が輸出の障壁となって
いるため、新たな生産者の参入と先進的技術の導入により、低コストでの生産を図る。

【輸出・国際】

生産者・事業者 自治体

千葉県拠点

農業関係者（輸出拠点）・事業者・行政が
千葉県産米輸出拡大協議会を設置（令和７年３月予定）

米の輸出実績（輸出米を除く）は毎年伸び続け、2023年には４年前の

2019年の1万7381トンから3万7186トンとなり、一層の輸出拡大が期待さ
れる品目。

一方、海外では諸外国産の安価な米が流通し、価格が日本産米輸出拡
大の障壁になっており、実需者との結びつきの下で、多収量品種の導入
や直播栽培などの低コスト生産への取組が必要であることから、千葉県
内での取組に資するよう、関係者及び関係機関の協力の下、県内外の取
組事例や知見を学ぶための勉強会を定期的に開催。

令和７年産米での生産・輸出の拡大へ

第２回勉強会はハイブ
リットで開催。
（市原市、袖ケ浦市）

第４回勉強会は茨城県の
スガノ農機にて実機説明
会を開催。
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連携

中山間地域等直接支払制度（第６期対策）に向けた取組

千葉県拠点

○ 施策分類
中山間地域等直接支払

○ きっかけ・背景、課題の把握
 鴨川市中山間地域等活性化協議会との意見交換で、会員の高齢
化と担い手の不足、事務作業の煩雑化等により、第６期対策に取
り組めない集落組織が明るみに。また、当拠点分析担当による分
析結果により、協定集落の年齢構成や担い手不足が明確化。

○ 取組の内容
・千葉県の約６割を占める鴨川市及び南房総市の71の協定集落全
てを第６期対策に移行させる。

 ・第６期対策中に事務負担軽減や農作業の効率化を図る。

・上記２市の集落組織代表者に対し関係機関（関東農政局、千葉
県、市、千葉県よろず支援拠点、地域の有識者など）と連携し、
説明会やキーパーソンとの打合せ及びスマート農業や労働者協同
組合（所管：厚生労働省）についての勉強会等を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
   コアパーソンを中心に若者による課題解決するための法人（労
働者協同組合等）の設立に向け機運が上昇。拠点は関係機関と連
携し、第６期対策中にネットワーク化加算やスマート農業加算を
活用した体制作りを側面から支援。

体制図

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

関東農政局

首長への説明・提案
（鴨川市）

令和６年度 【農村振興】

集落説明会の模様
（鴨川市）

千葉県拠点

関係行政
県・市町村

千葉県よろず支
援拠点

支
援

鴨川市中山間地域等活性化協議会、
２４協定集落（地域農業者）

若者による法人
例：労働者協同組合（新設予定）

事務や作業の委託

地域の有識者、
若手農業者、都
会からの移住者

農業者の高齢化、人材不足が顕著に表れている中山間地域において、農業生産活動が継続でき、中
山間地域等直接支払制度の第６期対策に、千葉県内の協定集落が移行できるよう取組みつつ観光
や収益向上等への支援をしていく。
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関東農政局本局プロジェクトへの参加を通して本局と拠点の連携強化

千葉県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
拠点職員から「拠点で業務を遂行していても本局の動きが把握
できず、連携が図れていない」という声が上がっていた。そこで
当プロジェクトは、令和６年度から拠点職員も参加可能となった
ことから、千葉県拠点の若手職員が参加。

○ 取組の内容
いわゆるＺ世代や子育て世代等の若者世代へ、持続可能な農業
や取組を発信するにはSNS等の活用が有効と考え、関東農政局管
内の生産者や店舗、事業者等を取材しSNS等に投稿することで周
知活動を実施。

  この活動を通し、本局他部署や他拠点とやり取りをしていく中
で若手職員だけでは対応できない案件等を通じて、若手職員のみ
ならず拠点職員と本局職員の連携を図り、活動を展開。

○ 効果・成果、今後の方向性
意見交換に伺った学生等から「食ミラSNS見ました！」と反応

があり、拠点広報活動の参考に。
本局と拠点の連携を図りながら積極的に様々な活動をしていく
中で若手職員を通し、若手だけでなく他部署等本局と拠点の連携
強化に発展。
 今後も積極的に拠点職員と本局職員の交流の機会に参加し、更
なる連携を強化。

体制図

本局職員と合同の
意見交換及び農作
業体験を実施
（千葉県流山市）

関東農政局

関東農政局局
議で活動につ
いてプレゼン
する拠点職員
（右端）

令和６年度 【環境バイオマス】

食ミラプロジェクト

本
局

県
拠
点

連携

若手職員

連携強化

みどりの食料システム戦略をさらに推進するため、本局主催の「食ミラプロジェクト～食と環境を未
来の子どもたちへ～」へ千葉県拠点の若手職員も参加することで、本局と拠点の連携強化を図る。
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「食品アクセス」を拠点の重点業務に位置付け・活動を開始

東京都拠点

○ 施策分類
食品アクセス

○ きっかけ・背景、課題の把握
 食料農業農村基本法の改正により、国民一人一人の食料安全保
障を実現するための「食品アクセスの確保」が新たな政策課題と
されたが、全国で最も人口が多い東京には「食品アクセス」に係
る様々な懸念が存在。このため、これまでの農業に加え、「食品
アクセス」の現場に向けた活動を当拠点の重点課題と位置付けた。

○ 取組の内容
 これまで当拠点と接点がなかった各自治体の福祉担当部局、社
会福祉協議会、フードバンク等を訪問するなどして、食品アクセ
スの向上を支援する当省事業等について紹介、各自治体・地域の
状況の把握を進めるとともに、新たな関係の構築を図った。

○ 効果・成果、今後の方向性
令和６年12月末の時点で、これまで当拠点と接点がなかった12の
特別区（農地が存在しない）を除く全ての自治体に対して、事業
の紹介と状況把握等を実施した。把握した状況の例として、フー
ドドライブはリサイクル担当部局、フードパントリーやこども食
堂は福祉担当部局のように担当が分かれている自治体が多いが、
横の連絡が不十分なケースが見受けられた。また、自治体と社会
福祉協議会の連携が希薄なケースも散見された。将来的には、当
省事業の活用等により、これらの解決への貢献を目指したい。

関東農政局令和６年度

食料農業農村基本法の改正により「食品アクセスの確保」が新たな政策課題とされたことを踏ま
え、大消費地を担当する拠点として「食品アクセス」の現場に向けた活動を重点実施。

【消費・安全】

買物弱者に向けた
移動販売

＜令和６年度以降＞

東
京
都
拠
点
（
主
に
地
区
担
当
）自治体（農業担当）

JA等

買
物
弱
者

            

生
活
困
窮
者

こ
ど
も
食
堂

等

 

フ
ー
ド
バ
ン
ク

自治体
（福祉担当等）
社会福祉協議会

農
業
者
等

食品アクセスの課題に対応

生産現場の課題に対応

コミュニティフリッジでの
食品提供

消
費
者
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